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さいたま市長４月定例記者会見 

平成２３年４月２１日（木曜日） 

午後１時３２分開会 

 

〇 進  行   それでは、記者クラブの皆様、市長定例記者会見を始めさせていただき

ます。 

         記者クラブ幹事社の産経新聞さん、進行のほうをよろしくお願いします。 

〇 産経新聞   ４月の幹事社を務めます産経新聞と申します。よろしくお願いします。 

         それでは、本日の記者会見内容につきまして、市長から説明をお願いし

ます。 

〇 市  長   皆さん、こんにちは。定例記者会見に先立ちまして、私から一言市民の

皆様へ申し上げさせていただきたいと思います。 

         震災後は、しばらくの間、日本じゅうが騒然と浮き足立っておりました

が、このところ徐々に余震も減り、少しずつ日常の落ちつきが戻ってきた

ように感じられます。震災の被害が少なかった地域では、萎縮せずに以前

のように生活をし、生産、消費活動をすることこそが社会の安定につなが

ります。 

         幸いさいたま市は、大きな被害を免れました。今なお避難生活が続く被

災地のためにも、さいたま市ではできるだけ早く震災前の生活を取り戻し、

その中で被災地の応援を継続して行っていきましょう。 

 

 

 

         それでは、議題の説明に移らせていただきます。本日の議題は２件であ

ります。 

         初めに、「仲本児童センター・老人福祉センター仲本荘をオープンします」

についてご説明をいたします。さいたま市では、公共施設適正配置方針に

基づきまして、児童センターの整備につきましては各行政区に最低１館を、

老人福祉センターについては各行政区に１館を目標に、整備を行っている

ところでございます。 

         このたび、浦和駅東口から徒歩５分ほどの浦和区東仲町に、複合施設と

市長発表 

議題１：仲本児童センター・老人福祉センター仲本荘をオープンします 
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して仲本児童センター・老人福祉センター仲本荘を５月の１日の日曜日に

オープンをいたします。施設の概要ですが、鉄筋コンクリートづくり２階

建てで、１階に老人福祉センター、２階に児童センターを配置しておりま

す。 

         まず、児童センターについてでありますが、子供たちがボール遊びや体

を使った運動をする広い遊戯室や、自由に遊んだり学んだりする創作活動

室、乳幼児や未就学児とその保護者が、安全に周りを気にせず遊ぶことの

できる乳幼児室、また図書コーナーは廊下との仕切りをなくした開放的な

空間の中、本と親しめる環境となっております。 

         １階の老人福祉センターには、高齢者の皆様が演芸、囲碁、将棋などの

趣味や各種の集いを通じて、生きがいや仲間づくりを図っていただくため

のコミュニティーホール、またカルチャールーム、また健康増進のための

健康相談室などを備えております。 

         本施設は、規模は比較的小さいですが、子供たちと高齢者の皆様が集い、

遊んだり、学んだりしながら、世代を超えて交流できる複合施設として地

域の皆様に活用していただければと考えております。 

         なお、本施設のオープンに当たり、このたびの東日本大震災を考慮し、

落成式等の催しを控えるかわりに、近隣自治会や住民の方々に施設見学を

していただく内覧会を、祝日に当たる４月の２９日の金曜日、午前１０時

から正午まで開催をいたします。今回の浦和区での整備によりまして、児

童センターは緑区、老人福祉センターは南区を残すのみとなりましたが、

順次整備を進めていく予定であります。 

         議題１につきましては以上であります。 

 

         続きまして、議題２「市制施行１０周年を記念した宝くじを発売します」

を説明をいたします。 

         第２２０５回関東・中部・東北自治宝くじは、東京都を除く関東、中部、

東北、北海道の宝くじ売り場におきまして、５月の２日から１７日まで発

売をいたします。その図柄に、今回はさいたま市が採用されます。デザイ

ンは、本市の誕生の一つの契機となりました「さいたま新都心」と、世界

的にも注目をされております「大宮盆栽美術館」を背景に、元気にサッカ

議題２：「市制施行１０周年」を記念した宝くじを発売します 
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ーをする未来を担う子供たちの姿を用いて、これからの１００年に向けて

飛躍しようとする本市を広くＰＲするものであります。皆さん、お手元の

資料にもあると思いますが、これがその図案でございます。 

         関東、中部、東北、北海道の１道、２２県、１１政令市と非常に広範な

範囲で、多くの人たちにさいたま市が１０周年を迎えられたことへの感謝

と、新たな１００年に向けての決意を伝えられるものと期待をしておりま

す。 

         なお、宝くじの収益金は、地方財政の貴重な自主財源となっておりまし

て、埼玉県内での売り上げに応じまして本市への収益金が配分をされるこ

とになっております。 

         平成２２年度の収益金は約３３億７，０００万円であり、この収益金は

少子高齢化対策や芸術文化振興など、住民福祉の向上のための各種事業に

活用しているところであります。 

         市民の皆さんはもちろん、ぜひとも市制施行１０周年記念の宝くじを市

内の売り場でお買い求めいただきますよう、よろしくお願いをいたします。 

         私からの発表は以上でございます。 

 

〇 産経新聞   市長からの説明について質問をお願いします。 

〇 埼玉新聞   済みません、埼玉新聞です。 

         宝くじの関係なんですけれども、これまで毎年１回宝くじを発行してお

りますが、今年はこれ以外にも宝くじを発行するんでしょうか。この１０周

年というのは特別なものなんでしょうか。 

〇 市  長   基本的には、これまでどおり宝くじは数回に分けて発行されることにな

りますが、今回この宝くじは１０周年記念ということで、このさいたま市

の図柄をつけていただいて発行されるということでございますので、さい

たま市内あるいは埼玉県内でより多くの皆さんに買っていただくことによ

りましてですね、私たちの貴重な財源にも充てられると、割合がふえてく

るということにもなると思いますので、積極的に活用していきたいと思っ

ています。 

〇 埼玉新聞   特別発売というわけではないんですか。 

〇 市  長   特別発売ということではありません。 

関連質問 
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〇 埼玉新聞   あと、今回当選の枠をふやすとか、そういう１０周年を記念した措置と

いうのは考えているんでしょうか。 

〇 市  長   特別なものはないということでございます。 

〇 埼玉新聞   今回の収益を市内の被災した、例えば栄小学校の校舎の修復に充てると

か、そういう震災復興に係るような目的というのは考えているんでしょう

か。 

〇 市  長   この宝くじの収益金につきましては、公共事業や高齢化、少子化対策、

国際化推進、芸術文化振興などの公益増進事業、これ省令の中で使途につ

いてはある程度決められているところがございますので、基本的にはその

範囲の中で活用されることになると思います。 

         よろしいですか。 

 

 

 

〇 産経新聞   ほかにありませんか。 

         それでは、幹事社として代表質問をさせていただきます。質問はまとめ

て行いますので、よろしくお願いします。 

         東京都の石原慎太郎知事が４選をしまして、その会見のときに、夏の電

力不足のためにパチンコと自販機の不要論というのを訴えてきましたけど

も、それに対して節電担当の蓮舫氏が反対をしておりますが、市長はどち

らの考えに近いでしょうか。理由とあわせてお答え願います。 

         それと、それに関連して、さいたま市で夏の節電について何か市長が市

民に訴えられたいこと、もしくはこういう節電がいいんじゃないかという

ことがもしおありならばお答え願います。 

〇 市  長   それでは、幹事社からの質問に順次お答えをしたいと思います。 

         まず、１点目についてでありますけれども、未曾有の大震災から１カ月

と１０日余りがたちました。発電所の復旧や節電への取り組みなどにより

まして、現在の電力需要については需給バランスがとれているところであ

りますけども、夏にはかなり深刻な状況になると見られております。 

         こうした中で、自動販売機やパチンコに多くの電力を消費するのはいか

がなものかとのご意見が石原都知事のご意見だろうと思いますけれども、

幹事社質問 

節電を巡る都知事等の発言について 

夏の節電対策について
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そういった考えも理解ができますけれども、一方でそれぞれの業界団体で

の相当の節電努力にもかかわらず、経済活動にかなりの制限を加えること

への影響も考える必要があると思っております。そういう意味では、両者

の発言にはそれぞれ理由があるというふうに思っております。 

         そういう意味では、どちらがというよりはですね、今後それぞれがやは

り知恵を出し合って、この節電対策をいかに乗り切るかということを考え

ていくことが必要であろうと思っております。 

         まず、東京電力が福島第一原発の事故処理とあわせまして、電力供給量

の確保に最大限の努力を払ってもらうのはもちろんですが、使う側も事業

者や家庭で極力節電に努めていくことが第一の対策であると考えます。そ

の上で、やはりそれだけでは電力が不足するということであれば、市民生

活の影響を最小限にするための何らかの強制措置も検討せざるを得ないと

思っております。 

         先日も上田知事からですね、「緊急節電協力警報」であるとか、あるいは

「節電ポイント制度」といった案が出されました。私自身は、大変おもし

ろいアイデアであろうと思います。まだ精査をしなければいけない部分も

あるかと思いますけれども、そういったいろんなですね、この節電に向け

ての知恵をそれぞれが絞り合っていく。そして、特にこの節電問題は首都

圏全体で取り組んでいかなければならない大変大きな問題、課題であろう

と思いますので、今後九都県市のような場で知恵を出し合って多角的な議

論を進めてまいりたいというふうに思っております。 

         それから、２点目の市民にお願いする節電策についてでございますけれ

ども、４月の８日午前に開催をされました政府の電力需給緊急対策本部に

おきまして、夏期の電力需給対策の骨格が示されたことを受けまして、本

市では当日の午後に、「さいたま市電力危機検討チーム」を設置をいたしま

した。 

         取り組みの具体的な内容については現在検討中でございますが、電力の

大口需要家でもある本市におきましても、各施設で率先して節電に取り組

んでまいりたいと考えております。 

         また、政府におきましては、各家庭にも節電目標の設定が検討されてお

りますので、市内で生活または活動する皆さんの全員参加による節電の取
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り組みをお願いしたいと思っております。 

         節電の具体策につきましては、既に幾つかの取り組み例を市のホームペ

ージにおきまして掲載をしておりますけれども、夏の電力使用量のピーク

時の対策が重要であると考えておりますので、今後それに向けましてのキ

ャンペーンなどをですね、市の広報紙あるいはホームページに掲載をし、

それらを市民の皆さんに広く協力を呼びかけてまいりたいと考えておりま

す。 

         具体的には、まだ今詳細についてはいろいろ検討している段階でありま

すけれども、例えば節電家計簿のようなですね、どういったことをすると

どのぐらいの電力が節電できるのかというようなことをですね、一人一人

のご家庭で実際にわかるというようなですね、節電の見える化というんで

しょうか、そういったようなキャンペーンなども行ったらいいのではない

かというふうなアイデアもございます。中でも節電に大きな効果を上げそ

うなものについては、幾つかですね、特出しというか、特にそういったも

のについて呼びかけるような形にしてキャンペーンを実施をしていければ

と思っております。 

         いずれにしましても、これは市民の皆さんにも協力をしていただかなけ

ればですね、この夏の電気需要を十分に賄うことができないという状況が

あるかと思いますので、現在検討している電力危機検討チームなどでさら

に詳細について詰めていきたいと、このように考えています。 

         以上です。 

 

〇 産経新聞   代表質問の説明に関して質問がある方は質問してください。 

〇 時事通信   済みません、時事通信です。 

         今お話がありました電力危機検討チームのことで、ちょっと詳細を教え

ていただきたいんですが、どこに設置して、何人体制なのかとか、ちょっ

とそういうところを教えていただきたい。 

〇 市  長   副市長が代表といいますか、チームの代表として今取り組ませていただ

いておりまして、これまで２回開催をしておりまして、電力の大型需要家

としての本市の取り組み、また家庭における節電の機運を高めるための啓

発活動の方向性などについて検討をさせていただいております。 

関連質問 
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         それで、政府の電力需要緊急対策本部の検討状況や電力会社の供給力の

見込みなどの情報を見据えながら検討を今進めているところでございます。 

         そして、構成メンバーでありますけど、構成メンバーわかります。 

〇 時事通信   後で紙で。位置づけは何なんですか。チームっておっしゃっていたので、

どこかの部とかに配属、設置しているという認識だったんですが、協議会

みたいな、そういう形になるんですか。 

〇 市  長   部局横断的なプロジェクトチームということになると思うんです。 

〇 時事通信   そうすると、どこかに設置しますよね。市長直轄・・・。 

〇 事務局    事務局としましては、環境局が事務局になります。 

〇 時事通信   環境局に設置ですね。 

〇 事務局    はい。 

〇 埼玉新聞   例えば経団連の事務局では、夏休み、お盆休みを職員全員でとって、そ

の期間を閉鎖するということを示していますけども、さいたま市でも、例

えばお盆休みなんかをまとめて職員がとることによって節電に努めるとか、

そういうことは考えているんでしょうか。 

〇 市  長   そうですね、そういうワークライフみたいなものも含めてね、こういっ

た節電対策取り組んでいく必要があると思うんですけど、そういったこと

も検討、今後の中に入ってくると思っております。 

〇 ＮＨＫ    済みません、ＮＨＫです。 

         電気自動車を結構普及を進めていらっしゃると思うんですけれども、節

電ということで、その活動キャンペーンをちょっと自粛したりだとか、あ

と防犯パトで今使っている電気自動車を使用やめるとか、その辺に影響は

ありますか。 

〇 市  長   そうですね、電気自動車の場合は大体夜間電力で充電をしていたりする

ケースが多いので、現実的にはこの節電というものとは大きくかかわるも

のではないというふうには思っていますけれども。大体１度夜の間に充電

をしておけば、１日乗れますのでね、ですからこれはピークのね、電気需

要のピークの問題ですよね。そういう意味では電気自動車を使う、使わな

いということは直接この節電ということに影響が出るものではないと思っ

ております。 

〇日本経済新聞  日経新聞ですけど、企業が節電に苦しんでいるというような報道とかた
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くさん出ているかと思うんですけれども、市内企業に対して、この夏場の

節電に向けて、どういうような支援ができるのかという部分、何か今お考

えになっているところはあるのかということと、もう一つ別の話なんです

が、そのパチンコについて、大音量の音楽を流したりとか、こうこうと明

かりをつけて営業している例というのはやっぱりあると思うんですけども、

そういうようなものについて、率直にどういうふうにお感じになっていら

っしゃるのか、この２点について教えていただきたいんですけども。 

〇 市  長   企業のそれは経済対策という意味ですか。 

〇日本経済新聞  節電について、どういう支援ができるか。 

〇 市  長   現状としては、経済局を中心にですね、それぞれの企業のヒアリング等

を行わせていただいておりますけれども、製造業などについては、既にで

すね、多くの節電のための努力を進めているというような事情もあって、

今後それらに加えてさらに節電をするということで、いろんなご苦労があ

るという、なかなか難しさもあるというようなことを認識をしております。 

         そうした中で、まだ現在詳細については詰めている段階でありますけれ

ども、幾つかの方法としては、自家用発電機等々の支援だとかですね、検

討はなされているところでございますが、まだ今具体的にこういったもの

を行うということの発表までにはちょっと至っていないと。前回の記者会

見のときにも少し申し上げましたけれども、そういったことも含めて今や

らせていただくようにはいたしております。 

〇日本経済新聞  パチンコの営業状況についてはどうでしょうか。 

〇 市  長   そうですね、１つは、こうした震災を受けて、やはりライフスタイルに

ついて、いろいろ私たち自身が見直しをする中で考えていかなければいけ

ないことと、あとは過度に自粛をすることで経済そのものが縮んでしまっ

てはいけないという２つの視点からですね、それらの問題については考え

ていく必要があると思うんですね。 

         その中で、こういった時期でもありますので、営業するにしても、いろ

いろ配慮した中で行われていくということが最低限必要ではないかとは思

います。 

         それで、先ほどの検討チームの構成わかりましたので、申し上げ・・・。

いいですか、後で、電力検討チームのやつ。 
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〇 時事通信   じゃ、お願いします。 

〇 市  長   座長が五味副市長ですね。副座長が環境局長。それから、委員がですね、

危機管理部長、財政部長、市民生活部長、区政推進室長、環境共生部長、

経済部長、教育委員会管理部長というメンバー構成になっております。 

〇 時事通信   名称としてはチームでいいんですか。 

〇 市  長   そうです。正式名称としては、電力危機検討チームということになって

います。 

         ほかには。 

〇 産経新聞   産経新聞といいますけど、さっきのパチンコの話の続きですけども、さ

っきは、営業するとしても配慮の中で行われることが最低限必要だとおっ

しゃいましたけども、これは市内のパチンコ屋に向けて言っている言葉で

すか。だから、市内のパチンコ屋に向けて、これが必要だ、配慮をしてく

ださいと言っているんですか、これは。 

〇 市  長   一般論として、どうお感じですかというご質問でしたので、そういうふ

うに思いますということですね。 

〇 産経新聞   言われますか、パチンコ屋に対して。 

〇 市  長   そうですね、今後その夏場に向けての対策をきちっとした上で、それら

についてですね、どの程度ご協力を訴えるかというのは、その後お願いす

るということになりますので、その中でそういう抽象的なお願いでいいの

か、あるいは具体的なお願いをしていくことになるのかということは、ま

だ十分中身が詰まっておりませんので、現時点では具体的なものとしては

申し上げられない。 

〇 産経新聞   さっき質問が出て、そのパチンコの大音量とか明かりについてどう思う

かというふうな質問にちゃんとお答えになっていない気がするんですが。

市長のお考えを聞きたいんですけど。 

〇 市  長   ですから、こういった時期で、営業活動するのは構わないけれども、こ

ういった時期の中でそれぞれのお店の中で配慮があってもいいんではない

かということを申し上げた。 

〇 産経新聞   それは、音量を減らしたり、明かりを減らしたりということですか。 

〇 市  長   それは、それぞれのお店によって、その現在やられているですね、状況

が違うと思いますので、一概に申し上げられるものではありませんけれど
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も、そういったものをそれぞれお考えになって配慮をされればいいという

ことを申し上げた。 

〇 産経新聞   石原慎太郎さんがああいうふうに発言したことで、何かパチンコ業界、

大分節電対策に躍起になっているという報道もあって、やっているところ

もあるようなんですが、それに対して猪瀬直樹副知事が何か、きつ目に言

わないとこういうことは絶対やらなかったというふうな発言もしているん

ですけど、どうも今の発言では全然きつ目に言っているような感じがしな

くて、果たしてどうなるんだろうかという感じがしますが。 

〇 市  長   ですから、中身を今検討チームで検討しておりますので、その中で必要

なタイミングで必要なことをお願いをしていくということになるというふ

うに申し上げております。現状としては、まだその辺が十分に煮詰まって

いない段階で、今は申し上げられないというか、具体的には言えないとい

うことを申し上げた。 

〇 産経新聞   パチンコ、自販機に関することも、このチームの中にテーマに上がって

いるということですか。 

〇 市  長   具体的に現状としては、まだそこまでは、詳細なところまでは入ってい

ないようですけども、そういったことも含めて市内の、いわゆる企業の皆

様にも協力のお願いというような形でね、申し上げるべき必要性も出てく

るかもしれないとは思っております。それも今検討している段階でありま

すので、国が強制的に実行していく部分と、あとそれぞれ自主的に協力を

していく部分と、地方自治体として、あるいはやっていく部分とそれぞれ

役割があると思っておりますので、その中で私たち地方自治体として、１つ

は大口需要者としての、みずからどのような節電対策をとるかという役割

が１つあると思っています。 

         それから、もう一つは、市民の皆様あるいは市内の事業者の皆様向けに

節電の協力のお願いをするという役割があると思っております。ですから、

その２つの役割をどのようにしていくかを検討しているというふうにご理

解をいただければいいんじゃないかと思います。 

〇 産経新聞   チームはいつぐらいに、その何らかの結論を出していく、もしくはその

結果を発表していくような感じですか。 

〇 事務局    ５月中をめどに考えています。 
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〇 産経新聞   ５月のいつごろ。 

〇 事務局    まだ具体的には言えない、６月から梅雨の時季で、相当空調設備や何か

使うと思いますので、その前には固めたいと思っています。 

〇 産経新聞   どういう形で発表するんですか。 

〇 事務局    まだそこまでもちょっと具体的には、済みません。煮詰まっていない。 

〇 市  長   いずれにしましても、対策等についてはきちっと公表してまいります。 

〇 産経新聞   それでは、そのほかに質問がある方は質問してください。 

 

 

〇 埼玉新聞   済みません、埼玉新聞ですけども、５月１日にさいたま市誕生１０周年

を迎えますけれども、これまでの１０年を振り返りまして、埼玉県に与え

たさいたま市誕生という意義と、その評価をお願いします。 

〇 市  長   埼玉県にあったですね、その中核的な役割をしていた旧浦和市、大宮市、

与野市、そして岩槻市が合併をしてさいたま市が誕生したわけですけど、

１０年前は３市ですけどね、３市が合併して誕生したわけでありますけど

も、まさに埼玉県の顔として、現在１２３万人の大きな都市へと変貌を遂

げてきました。これは、やはり合併をし、さらに政令指定都市になったと

いうですね、一つの大きな合併というものがですね、大きな力となってい

るというふうに思っております。 

         そんな中で、埼玉県の顔として、また首都圏のですね、主要な都市とし

てこれまでもですね、それなりの力を発揮できたと思っておりますけれど

も、今後はさらに首都圏の中でさいたま市としての役割を考えながら、ま

た日本全体の中で、私自身は東日本の玄関口、東北地方と首都圏を結ぶ、

そういった位置にある都市だと思っておりますので、そういった都市とし

てさらに役割をしっかりと発揮をしながら発展をしていく、そのような都

市になっていければというふうに思っております。 

〇 埼玉新聞   １０年前は、市長はまだ市長の座にはついていなかったと思いますけれ

ども、この１０年を考えてみて、１０年前さいたま市が誕生したときと今

現在を比べて、大きく変わったところ、あるいは変わると思ったけれども、

変わらなかったところというのは、どの辺を感じておられますか。 

〇 市  長   そうですね、１つは大きく変わったところという意味では、やはり政令

その他 

市誕生１０周年を迎えるのにあたって
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指定都市１２３万人の大都市になったということで、いろんな意味で情報

発信力であったり、あるいは埼玉県の一つの中核都市としてのイメージ発

信ということについては、大変大きくやってきたのではないかと思ってお

ります。 

         それから、変わると思っていたけど変わらなかったということについて

はですね、ちょうど１０区ができて、よりきめ細かい行政サービスを実施

していこうということで、やってきたわけですけども、当然合併して、特

に大宮、浦和につきましては４つの区に分かれて、それらのサービスを担

ってきているわけですけれども、もう少し、私たち今区役所のあり方検討

というのをやっておりますけども、きめ細やかなサービスをより一層充実

を図ることができるんではないかというふうに思っておりますので、今後

の課題としてもですね、そういった部分をより一層充実を図って、やはり

市民の皆さんの身近な行政サービスの一層の充実を図っていきたいという

ふうに思っております。 

〇 埼玉新聞   まちづくりの視点という点で、インフラ整備についてはさいたま市が誕

生したことによって、大きく進歩したとお考えでしょうか。 

〇 市  長   そうですね。基本的には、１つは下水道の普及などについてもですね、

やはり合併当初、あるいはそれ以前と比べますと、非常に急速に充実が図

られつつあるというふうには思っております。ただ、さらにですね、これ

らを進めていく必要もあると思っておりますので、まだ充実した状況にな

っているというふうには、まだ言いがたいとは思っています。 

〇 埼玉新聞   やっぱり３市が合併したことによって、財政規模が拡大したことによっ

て、その公共投資がふえたという見方でよろしいんでしょうか。 

〇 市  長   そうですね。 

〇日本経済新聞  済みません、その１０周年に関連してなんですけれども、今インフラ整

備の面で進歩した部分があるというふうにおっしゃったかと思うんですが

例えば最初の新市建設計画で、市役所の移転を新都心を中心に考えるとい

うようなことであるとか、それこそ新都心地域の整備、それから岩槻と合

併した際には地下鉄の延伸でありますとか、いろいろそういうまちづくり

での目標といいますか、約束があったかと思いますけれども、まだ今申し

上げたような部分については、１０年たった今もまだ実現していないもの
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が結構あると思うんですけれども、こういうようなところについては、今

どういうふうにお感じになっていらっしゃるんでしょうか。今後そういう

ような、今後も引き続きそれは進めていくということなのか、あるいは財

政状況が１０年前とは大きく変わってきているわけですから、多少見直さ

なくてはいけない部分が、これからの１００年とおっしゃる中で、そうい

う見直しというものが改めて必要になってきているというふうに考えてい

らっしゃるのか、どうでしょうか。 

〇 市  長   その３つの課題についてはですね、さいたま市にとっても大変重要な課

題だと思っております。それらについては、現時点でもさまざまな審議、

あるいは検討がなされてきているわけでありますけども、こここの数年の

期間で、ある程度の方向性が見えてくるものが多いのではないかと思って

おります。それらの結論を出すときには、当然１０年前と違う経済環境、

社会環境、財政状況などもございますから、最終的にはそういったものを

十分考慮に入れながら決定をし、進めていくということになると思います

けれども、いずれにしても、その３つについては大変重要な課題であると、

１０年たって、まだしっかりと実現できていない、大変重要な残された課

題だと思っていますので、今後とも引き続き、基本的には進めていくとい

う方向性の中で検討をより一層進めていきたいと思っています。 

〇日本経済新聞  済みません。今１０年前と環境が変わった部分というところで、例えば

財政の状況とか、そういう投資、積極的なハード面への投資に回すような

余力というようなものは、やっぱり減ってきているというふうにお考えに

なっていらっしゃいますか。 

〇 市  長   そうですね。そういう意味では、人口がこれから、さいたま市も今将来

推計では平成２７年が一つのピークになって、減少するのではないかとい

うようなことが言われておりますし、また少子高齢化というような、これ

も急激にこれから進んでいくというような社会環境の変化というのもあり

ますし、あるいは経済情勢についてもですね、今までのような右肩上がり

でずっと来ているというようなものから、少し頭打ちになって大きな成長

が望みにくいというような環境があるということが大変大きな要素であり

ますので、１０年前と同じ発想だけでは実現はしにくいと思っています。 

〇 埼玉新聞   今後また１０年が始まりますけれども、今後１０年の課題としてはどの
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ようなことがあるんでしょうか。 

〇 市  長   やはり一番は、今申し上げましたとおり人口が、やはりそれほど大きく

伸びていく時代ではないということ、それから少子高齢化に急激な勢いで

なっていくという、この２つが大変大きな課題だろうと思います。それが

及ぼす影響として、財政の問題があったり、あるいはこれまで整備をして

きた施設の老朽化の問題があったり、あるいはそれに伴ういろいろな事業

の見直し、あるいはサービスの充実というようなことがあるんだろうと思

っておりますので、やはりその２つが大変大きな、これからのさいたま市

の未来を決める上でも重要な、考慮しなければいけない要素だと思ってい

ます。よろしいでしょうか。 

〇 朝日新聞   済みません。１０年前の合併のときに、新庁舎をですね、さいたま新都

心付近が望ましいんじゃないかというふうに合併協定書に書かれてあるん

ですが、今、今回の地震で、この市役所もある程度耐震化工事というのを

今後早急に進めなきゃいけないと思うんですが、仮に耐震化工事を進める

とですね、さらにやっぱり１０年、２０年とこの市役所を使っていくこと

になると思うんですけど、それと今後市役所をどこにするかというのと、

ちょっと矛盾が生じるんじゃないかなと思うんですが、もし検討するんで

あれば、耐震化工事の前にやるべきなんじゃないかなと思うんですが、そ

の辺についてはどう思われますか。 

〇 市  長   そういう意味では、今回の災害などもございますから、そういったもの

も踏まえてね、検討していく必要があるというふうには思っております。 

〇 朝日新聞   じゃ、まず耐震化工事した後で審議会、新庁舎については審議会が設け

られたと思うんですが、そこの意見を踏まえて、どこに新しい庁舎をつく

るかということは検討されるということなんですね。 

〇 市  長   一つは、耐震診断を十分にまだ調査しておりませんので、それをやり、

耐震工事の費用とか、あるいはそれに伴うさまざまな問題なども出てくる

でしょうから、それらも含めて検討をしていくことが必要だろうと思って

います。 

〇日刊工業新聞  済みません、ちょっと先ほど質問し忘れてしまったんですけれども、企

業規模で言うと、中小企業とかそれ以下の企業に対して節電の促進策とい

うんですかね、県は何か節電ポイント制というのをやっています。今現在
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で、市長はどういうふうにしたら進められるかなと思われていますか。 

〇 市  長   そうですね。中小規模以下のほうがですね、いろんな節電をやったとき

の効果は、今大口でやって、これまでもいろんな取り組みをずっとやられ

てきたところと比べると、効果は上がってくる可能性あるとは思っている

んですけども、ただそれをどういう形で進めていくかということについて

は、まだちょっと検討を今進めているところですので、具体的にこういう

ふうにしたらいいんじゃないかということは申し上げられないですけども、

先般も商店街連合会等からですね、節電アドバイザーみたいのをつくった

らどうかとか、いろんなご提案いただいたりもしていますから、やはり中

小あるいは、いわゆる通常の例えば商店とかに対してはですね、きめ細や

かなやはりアドバイス、提案というものも含めてね、提案していくことが

必要かなと思っています。 

 

〇 東京新聞   １０周年に関係してお伺いしたいんですが、市長も何かいろいろな地方

で会議に出たりとかなさると思うんですけども、この１０年でさいたま市

という知名度といいますか、ブランド力というのはついてきたとお考えで

すか。 

〇 市  長   そうですね。これまで以上にはね、合併の前と比較をすれば、これはも

う格段に、やはり政令市になったということで、ブランド力というかです

ね、情報発信力というかですね、そういったものは格段についてきている

というふうに思っていますけども、ただ、まだまだやはり弱い面、さいた

ま市の、じゃイメージは何かと言ったときの明確な、「さいたま市はこうい

うまちですよね」というふうに言われるものまでは、やっぱり至っていな

いと思っていますので、それをこれからどうつけるかというのは、やはり

さいたま市にとっての大きな課題だと思っていますので、この１０周年を

経て、これからの１００年に向けて、そういったブランド力の向上という

のが一つの課題だと思っています。 

〇 東京新聞   その流れの中に、多分盆栽美術館の、今度アイフォンとかのアプリをつ

くったりとかというのがあったりとか、シティーカップがあったりすると

思うんですけど、現状では盆栽ですとかサッカーとか、今ある資源を生か

してという形になるかと思うんですが、それ以外に、どう積極的に売り出

市のブランド力について 
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していけばいいかってお考えのところありますか。 

〇 市  長   そうですね。今東京事務所もですね、名前を変えたりしましてですね、

地域で、あるいは地域の中でいろいろ情報発信をするだけではなくて、も

う少し中央からですね、いろいろ情報発信をしていこうというようなこと

も含めて、いわゆるＰＲ戦略みたいなものをつくりましてね、発信をしよ

うということでやっておりますので、１つは、やっぱりさいたま市が何を

中心にブランドイメージをつくり上げていくのかという問題が一つ。それ

から、それをいかにして多くのメディアの皆さん含めてですね、情報発信

をし続けられるのかということですね、それはやり方としてはイベントが

あったり、あるいはさまざまな新しい施策があったり、あるいは行事があ

ったり組織があったりするんだろうと思いますけども、やり方はいろいろ、

例えばスポーツについて言えば、スポーツコミッションを今年度立ち上げ

ようということで、やろうということでやっておりますけども、これはと

にかく全国でも多分初めてに近い、立ち上がればですね、ものになるだろ

うと思っておりますけども、そういったものを立ち上げて発信をしていく

ということですね。やはりそういった、さいたまブランドとは何かという

ことをしっかりと確認をしていくというか、決めていくということと、そ

れをいかに市内外に発信をしていくか、そのための手法ですね、それをき

っちり確立をしていく、より充実を図っていくということが必要だと思っ

ています。 

〇 東京新聞   現時点では、例えばほかの地方の方でさいたま市というのは、名前もそ

うなんですけど、場所とかご存じなんでしょうか。それとも、まだ浦和と

か大宮とかのほうが通じるんでしょうか。 

〇 市  長   そうですね、まだやっぱり、これは多分全国といってもですね、例えば

東北の皆さんは、比較的電車の延長線上で通ってきたりしている地域の

方々は、その位置関係などについてはご存じではないかと思いますけど、

逆に西のほうなどに行きますと、やはりさいたま市がどのあたりにあるの

かということでは、少しイメージというかですね、正確な位置というもの

については把握されてないんではないかなというのは、これは個人的な感

覚ですけれども。以前、合併する前でしたけども、どこから来たんですか

と言われたとき、浦和からというお話をしましたら、ディズニーランドの
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ある浦安とちょっと間違えられたりしたこともございましたので、そうい

う意味では、さいたま市ということではありませんけども、東京を中心と

したエリアの一都市ということはご存じだと思うんですけども、いわゆる

東日本、東北だとか、あるいは上越だとか信越の、まさに玄関口、窓口に

なっている位置にある都市であるということまでは、まだ発信し切れてい

ないんではないかなと思っています。 

 

〇日刊工業新聞  これから、今頭打ちになって同じことをしていても、それは経済的な発

展というものは望めないということだと思いますけど、これからの経済施

策の柱というのは、さいたま市としてはどういうふうに考えていらっしゃ

いますか、市長として。 

〇 市  長   １つは、今も一つ行っているのは、いわゆる環境技術の分野とか、あと

は医療、福祉の分野ですね、こういった部分を今さいたま市の場合は光学

系の機器であるとか、あるいは医薬品の生産だとかというのが全国的にも

非常に高い出荷額を誇っていますけども、そういった既存の企業、研究機

関などと複合化させることによって、もう一つステップアップというかで

すね、違う分野に引き上げていけるような、そういったことをイメージし

ながら産業政策を推進しようというふうに考えています。 

         よろしいですか。 

〇 産経新聞   それでは、そのほかに質問のある方は質問してください。 

         どうもありがとうございました。以上をもちまして本日の記者からの質

問を終了させていただきます。 

〇 進  行   本日はどうもありがとうございました。以上をもちまして市長定例記者会

見を終了させていただきます。 

         なお、次回の開催は５月１３日、金曜日、１３時３０分からを予定してお

りますので、よろしくお願いいたします。本日はどうもありがとうございま

した。 

 

午後２時２４分閉会 

 

 

今後の経済施策について 
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※この議事録は、明らかな言い直し、重複した言葉遣いなどを読み易く整理し

たものを掲載しています。なお、会見後訂正された文言等については「会見

後訂正」とし、下線を付しています。 


